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（百万円未満切捨て） 
１．20 年３月期の連結業績（平成 19 年 ４月 １日～平成 20 年 ３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20 年３月期 
19 年３月期 

35,167  △0.5 
35,360  △0.8 

621   △27.8
861      7.0

883  △24.8 
1,174   10.4 

445   △5.8
472  △12.4

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

20 年３月期 
19 年３月期 

29.15 
30.95 

－ 
－ 

2.6
2.7

3.7 
4.9 

1.7
2.4

(参考) 持分法投資損益       20 年３月期    54 百万円  19 年３月期   133 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産       純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19 年３月期 

23,101 
24,496 

16,644
17,936

71.0 
72.2 

1,073.33
1,157.12

(参考) 自己資本       20 年３月期    16,395 百万円   19 年３月期 17,678 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年３月期 
19 年３月期 

225 
1,019 

△774
5

△328 
△248 

5,969
6,847

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 

（連結） 
  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

19 年３月期 
20 年３月期 

8.00 
8.00 

12.00
12.00

20.00
20.00

305
305

64.6 
68.6 

1.7
1.8

21 年３月期 
（予想） 

10.00 10.00 20.00  51.0  

  （注 1）19 年 3 月期期末配当金の内訳   記念配当 4 円 00 銭 を含んでおります。 
（注 2）20 年 3 月期期末配当金の内訳   記念配当 4 円 00 銭 を含んでおります。 

 
３．21 年３月期の連結業績予想（平成 20 年 ４月 １日～平成 21 年 ３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第 2 四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

第 2四半期連結累計期間 
通    期 

17,555  4.1 
36,531  3.9 

347  55.5
1,007  62.1

407  8.9
1,157 31.0

190  14.0 
598  34.5 

12.50 
39.20 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 

新規    1 社（社名 東京美装北海道㈱）       除外    － 社 
(注) 詳細は、6ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
〔(注)詳細は、17 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年３月期  15,475,610 株 19 年３月期 15,475,610 株 
②期末自己株式数  20 年３月期    200,388 株 19 年３月期      197,848 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.20 年３月期の個別業績(平成 19 年 ４月 １日～平成 20 年 ３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20 年３月期 
19 年３月期 

24,244  △12.0 
27,560  △1.9 

181  △55.0
404  15.6

530  △24.4 
701 9.7 

316  44.2
219 △35.5 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

20 年３月期 
19年３月期 

20.74 
14.38 

－  
－   

(2)個別財政状態 

 総 資 産       純 資 産     自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19年３月期 

18,152 
18,991 

14,129
14,277

77.8 
75.2 

924.96
934.53

(参考) 自己資本       20 年３月期  14,129 百万円  19 年３月期  14,277 百万円   
 
 
 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項は５ページを

ご参照下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績と個人消費の持ち直しにより、景気は緩や

かに拡大いたしましたが、年度後半に入り、米国サブプライムローン問題に端を発した世界金融不安、

円高、株安と原材料の高騰などの要因により先行きが読みにくい不安定な状況となりました。 

当社グループの属するビルメンテナンス業界においては、首都圏を中心に大規模プロジェクトによ

る新築物件の竣工が続きましたが受注競争の激しさは変わることなく、人手不足も一向に改善の兆し

が見られないまま、企業経営は厳しい状況が続きました。 

こうした中、当社グループは、事業の活性化と企業価値の向上のため北海道地域並びに名古屋地域

の事業体制を見直し、より地元に密着した営業展開を推進するため分社化によるグループ会社の組織

再編に取り組みました。また、「お客様第一主義」に立ち、顧客ニーズに合わせたトータルサービス

の積極的な提案に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は35,167百万円（前連結会計年度比0.5％減）となりました。利

益面におきましては、売上原価の増加を販売費及び一般管理費の圧縮で補いきれず営業利益は621百万

円（前連結会計年度比27.8％減）、経常利益は883百万円（前連結会計年度比24.8％減）、当期純利益

は445百万円（前連結会計年度比5.8％減）となりました。 

事業別の売上高及び営業利益は次のとおりであります。 

① ビルメンテナンス事業 

売上高は、設備業務の新規受注や事業関連の商品販売が好調に推移しましたが、清掃業務が新規

受注を上回る解約や契約更改時の価格見直し等により減少し27,385百万円（前連結会計年度比0.4％

減）となりました。 

営業利益は、売上高の減少と売上原価の増加、大型案件の新規受注における経費等の先行支出に

より2,040百万円（前連結会計年度比7.8％減）となりました。 

② アウトソーシング事業 

売上高は、ファシリティマネジメント業務やプロパティマネジメント業務が施設所有者の変更等

により、また、製造補助業務も受託業務の縮小により減少となり3,806百万円（前連結会計年度比

4.0％減）となりました。 

営業利益は、売上高の減少により112百万円（前連結会計年度比53.0％減）となりました。 

③ 建築エンジニアリング事業 

売上高は、リニューアル工事を中心に各種工事の受注が順調に推移した反面、大型工事の受注減

により2,267百万円（前連結会計年度比1.9％減）となりました。 

営業利益は、売上高の減少と売上原価の増加により9百万円（前連結会計年度比92.5％減）となり

ました。 

④ その他の事業 

売上高は、ＲＩ施設関連工事は減少したものの、放射線防護資機材等の商品販売が増加したこと

により1,708百万円（前連結会計年度比7.6％増）となりました。 

営業利益は、売上高の増加により19百万円（前連結会計年度比296.8％増）となりました。 
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（２）財政状態に関する分析 

総資産は、前連結会計年度末に比べ1,395百万円減少して、23,101百万円となりました。受取手形及

び売掛金が243百万円増加しましたが、現金及び預金が760百万円、有価証券が479百万円、投資有価証

券が219百万円減少したことが主な要因であります。負債は、前連結会計年度末に比べ103百万円減少

して、6,456百万円となりました。未払法人税等が184百万円、流動負債その他が80百万円減少したこ

とが主な要因であります。株主資本は、前連結会計年度末に比べ1,889百万円減少して、15,536百万円

となりました。主な増加は当期純利益445百万円で、株式交換に伴う持分法適用除外による剰余金

2,027百万円、配当金305百万円がそれぞれ減少したことが主な要因であります。当連結会計年度末に

おける現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ877百万円減少し、

5,969百万円となりました。 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は225百万円と前連結会計年度比793百万円減少しました。主な内訳

は、税金等調整前当期純利益が821百万円（前連結会計年度比221百万円減少）、売上債権の増加が

514百万円(前連結会計年度比348百万円増加)、仕入債務の増加が42百万円(前連結会計年度比194百

万円減少)、法人税等の支払が647百万円（前連結会計年度比293百万円増加）となったことによるも

のです。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用された資金は774百万円と前連結会計年度比780百万円増加しました。主な内

訳は、有価証券の償還による収入が1,187百万円（前連結会計年度比675百万円増加）、有価証券の

取得による支出が498百万円（前連結会計年度比498百万円増加）、投資有価証券の取得による支出

が1,060百万円（前連結会計年度比660百万円増加）であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用された資金は328百万円と前連結会計年度比80百万円増加しました。主な内訳

は、配当金の支払額が304百万円（前連結会計年度比62百万円増加）、長期借入金による収入の前連

結会計年度比20百万円減少であります。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー等指標トレンドは、以下のとおりであります。 

 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率 73.4％ 72.8％ 74.７％ 72.2％ 71.0％

時価ベースの 

自己資本比率 
44.6％ 70.6％ 66.４％ 50.5％ 44.3％

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率 
0.0年 0.0年 0.0年 0.0年 0.2年

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ 
368.0倍 4,049.4倍 2,225.6倍 1,388.3倍 280.8倍

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値より算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後）により算出しております。 
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（３）次期の見通し 

次期の経営環境は、全般的には景気が回復基調を継続するなかで、ビルメンテナンス業界において

は受注競争の激化や人手不足による労働力確保の支障など引き続き厳しいものが予想されます。当社

グループは、「地域密着の営業体制の強化」「経営の効率化」を指向して進めた分社化により、より

強固な収益基盤を構築し企業グループの更なる企業価値向上を図ってまいります。 

次期（通期）の業績は、連結売上高36,531百万円（当連結会計年度比3.9％増）、連結営業利益

1,007百万円（当連結会計年度比62.1％増）、連結経常利益1,157百万円（当連結会計年度比31.0％

増）、連結当期純利益598百万円（当連結会計年度比34.5％増）を見込んでおります。 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を重要な施策の一つとして考えております。業績の

動向、将来の事業展開に備えた内部留保の蓄積、財務体質の強化など総合的に判断し、かつ株主の皆

様にご理解いただける水準を考慮しつつ、安定的な配当をおこなうことを基本方針としております。 

当期の期末配当は一株当たり８円の普通配当に加え、一株当たり４円の創立50周年記念配当とし、

すでに実施済みの中間配当８円と合わせ年間配当20円を予定しております。 

次期の配当につきましては、一株当たりの年間配当20円を予定しております。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、東京美装興業㈱（以下「当社」という。）、子会社９社からなり、オフィスビル

や商業施設など各種建築物等の清掃管理業務や設備保守管理業務、警備業務及び建築物等に係る各種

サービス業務を主体としたビルメンテナンス事業と、ファシリティマネジメント(ＦＭ)業務、プロパ

ティマネジメント（ＰＭ）業務や製造補助業務等のアウトソーシング事業、建物等のリニューアル工

事や建物診断業務等の建築エンジニアリング事業をおこなっております。 

（１）主要な関係会社の異動 

① ビルメンテナンス事業 

当社の北海道地域の事業を承継させるために東京美装北海道㈱(連結子会社)を設立しました。 

② アウトソーシング事業 

当社の北海道地域の事業を承継させるために東京美装北海道㈱(連結子会社)を設立しました。 

③ 建築エンジニアリング事業 

当社の北海道地域の事業を承継させるために東京美装北海道㈱(連結子会社)を設立しました。 

 

当社グループの事業内容と当社及び子会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりです。 

区 分         主 要 業 務           主 要 な 会 社           

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 事 業

建築物等の清掃管理業務、設備保守管理業務、警備

業務、環境測定分析業務、その他建築物等の日常的

な運営に係る各種サービス業務、関連用品の販売及

びそれらの付帯業務 

当 社

東 京 美 装 北 海 道 ㈱

東 海 美 装 興 業 ㈱

東 美 商 事 ㈱

ゼ ネ コ ン ・ サ ー ビ ス ㈱

㈱ 日 本 環 境 調 査 研 究 所

日 本 科 学 警 備 保 障 ㈱

北 海 道 ビ ル サ ー ビ ス ㈱

オ ホ ー ツ ク 美 装 興 業 ㈱

ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業
ファシリティマネジメント(ＦＭ)業務、プロパティ

マネジメント（ＰＭ）業務、製造補助業務 

当 社

東 京 美 装 北 海 道 ㈱

建築エンジニアリング事業 建築工事、リニューアル工事、建物診断業務 

当 社

東 京 美 装 北 海 道 ㈱

㈱ 日 本 環 境 調 査 研 究 所

そ の 他 の 事 業
放射線管理測定分析業務、業務用関連機器等の販売

等 

当 社

㈱ 日 本 環 境 調 査 研 究 所
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当社グループの各社は、当社グループの外部に対する役務の提供や商品販売をしておりますが、当

社グループ等の内部においても相互取引をしております。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

子 会 社

外 部 顧 客

役 務 提 供 サ ー ビ ス 及 び 商 品 販 売

当 社

日 本 科 学 警 備 保 障 ㈱

連結子会社

東 美 商 事 ㈱

連結子会社

㈱ 日 本 環 境 調 査 研 究 所

連結子会社

Key Value Partners ㈱
を 営 業 者 と す る 匿 名 組 合

連結子会社

清掃・設備・警備業務
委 託 ・ 受 託

警 備 業 務 委 託

商 品 ・ 資 機 材 仕 入

清掃・設備業務受託

出   　　　　　　　　　資

オ ホ ー ツ ク 美 装 興 業 ㈱

非連結子会社
持分法適用会社

東 海 美 装 興 業 ㈱

連結子会社

ゼ ネ コ ン ・ サ ー ビ ス ㈱

連結子会社

北 海 道 ビ ル サ ー ビ ス ㈱

連結子会社

東 京 美 装 北 海 道 ㈱

連結子会社
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは「ファミリー精神」及び「低く座し、高く考える」という社是のもと、ビルメンテ

ナンス事業を中心に、お客様のニーズに的確にお応えしてまいりました。 

当社グループは、創業以来築き上げてまいりましたお客様との信頼関係を基盤に、「快適な環境の

創造を通じて、社会に貢献する」ことを経営理念とし、ビルメンテナンス事業を基幹とした事業の広

角化による拡大展開を図るとともに、良き企業市民であるために企業行動憲章・行動規範を制定して

おり、社会環境やコンプライアンスにも十分配慮した上で、企業価値の向上に努めることを経営の指

針としております。 

（２）目標とする経営指標 

目標とする経営指標につきましては、１株当たり連結当期純利益を採用しております。 

当社グループの主要事業はビルメンテナンス事業であり、多額の設備投資をおこなうことが少ない

ため、保有資産を基礎とした財務諸比率を当社グループの経営指標として用いるのではなく、収益力

を端的に表す指標として引き続き１株当たり連結当期純利益を当面の経営指標といたします。 

具体的な数値目標としては、安定的に１株当たり連結当期純利益50円台を目指してまいりたいと考

えております。また、この数値目標と併せて、連結営業利益率の5.0％確保も重要な目標として掲げて

おります。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当ビルメンテナンス業界においては、Ｍ＆Ａや事業提携を活用した大手企業の更なる巨大化と、中

堅規模企業の収益性の低下による地盤沈下という二極分化の傾向が強まっております。また、指定管

理者制度やＰＦＩ事業といった従来とは異なる発注形態の拡大など、顧客ニーズは多様化・高度化し

ており、これらの要請に迅速に対応できる体制の整備が急務となっております。 

このような状況下、当社グループは以下の施策を中心にグループの経営基盤の強化を図り、業界内

における確固たる地位を確保してまいります。 

• 企業規模拡大のためのＭ＆Ａを含めた同業及び周辺事業への積極的資本投下 

• 分社化した北海道・東海地区での地域密着型戦略の推進と、他地域での分社化の検討 

• Ｍ＆Ａ等も活用した事業ポートフォリオの変革と各事業の強化、事業別分社化の検討 

• 多様化する顧客ニーズに対応するための周辺事業強化及び異業種とのコラボレーションによる  

新たな高付加価値サービスの開発及び新規顧客の開拓 

• より専門性の高い事業を支える中核人材の育成と外部人材の登用強化 
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（４）会社の対処すべき課題 

当ビルメンテナンス業界においては、当面厳しい経営環境が続き、大手企業と中堅規模企業の二極

分化が進行するものと予想されます。当業界におけるパイオニアの１社として相応のプレゼンスを保

ちつつ事業を展開していくためには、事業の量的拡大により顧客基盤の強化を図ることと、多様化・

高度化する顧客ニーズへの対応を可能とするため、周辺事業の強化等による質的拡大を図ることが必

須となります。 

また、利益の追求のみならず、高い倫理観をもって環境保全・法令遵守といった社会的責任を全う

していくことで、投資家の皆様をはじめとするあらゆるステークホルダーの信頼に応えていくことは、

企業が存続していくための必要不可欠の条件であると認識しております。 

このため、以下の課題への対処を進めてまいります。 

• 社内外のコミュニケーションを緊密化し、グループのネットワークを活用した高付加価値サービ

スを迅速に提供することによる、顧客満足度の向上と強靭な営業基盤の構築 

• グループ全体の経営効率を高め事業構造を改善するための分社化を含む組織再編の取り組み 

• Ｊ－ＳＯＸへの対応をはじめ、上場企業として求められる経営の透明性・信頼性向上とコンプラ

イアンスの強化 

• 効率化と信頼性向上のためのＩＴ等を活用した全グループ会社の内部管理機能の統合・合理化の

推進 
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４．連結財務諸表等 

（１） 連結貸借対照表 

  

注記
番号

％ ％

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ 流   動   資   産

1 現 金 及 び 預 金 7,507 6,747

2 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ※５ 3,903 4,147

3 有 価 証 券 821 342

4 た な 卸 資 産 151 78

5 繰 延 税 金 資 産 381 321

6 そ の 他 404 454

貸 倒 引 当 金 △ 12 △ 13

流 動 資 産 合 計 13,157 53.7 12,078 52.3

Ⅱ 固   定   資   産

1 有 形 固 定 資 産

(1) 建 物 及 び 構 築 物 2,402 2,413

減 価 償 却 累 計 額 1,330 1,072 1,397 1,015

(2) 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 98 94

減 価 償 却 累 計 額 74 23 74 20

(3) 土 地 1,824 1,838

(4) そ の 他 631 665

減 価 償 却 累 計 額 472 159 514 151

有 形 固 定 資 産 合 計 3,079 12.6 3,025 13.1

2 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 295 1.2 306 1.3

3 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 ※1・2 4,847 4,627

(2) 繰 延 税 金 資 産 646 243

(3) そ の 他 2,683 3,022

貸 倒 引 当 金 △ 214 △ 203

投資 そ の 他 の 資 産 合計 7,963 32.5 7,689 33.3

固 定 資 産 合 計 11,338 46.3 11,022 47.7

資 産 合 計 24,496 100.0 23,101 100.0

区　分 金　額　（百万円） 金　額　（百万円）構成比 構成比

前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）

当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
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注記
番号

％ ％

（ 負 債 の 部 ）

Ⅰ 流   動   負   債

1 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ※５ 1,673 1,716

2 短 期 借 入 金 30 30

3 一年以内に返済予定長期借入金 9 5

4 未 払 法 人 税 等 385 200

5 未 払 消 費 税 等 169 165

6 賞 与 引 当 金 704 642

7 そ の 他 1,256 1,176

流 動 負 債 合 計 4,230 17.3 3,936 17.0

Ⅱ 固   定   負   債

1 長 期 借 入 金 5 －

2 退 職 給 付 引 当 金 1,631 1,683

3 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 134 131

4 そ の 他 ※3 558 703

固 定 負 債 合 計 2,329 9.5 2,519 10.9

負 債 合 計 6,559 26.8 6,456 27.9

（ 純 資 産 の 部 ）

1 資 本 金 4,499 18.3 4,499 19.5

2 資 本 剰 余 金 4,233 17.3 4,233 18.3

3 利 益 剰 余 金 8,815 36.0 6,927 30.0

4 自 己 株 式 △ 122 △0.50 △ 124 △0.5 

株 主 資 本 合 計 17,425 71.1 15,536 67.3

Ⅱ評期価・換期算期差気額気等

1 その他有価証券評価差額金 252 1.0 859 3.7

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 252 1.0 859 3.7

Ⅲ少　数　株  主  持  分 258 1.1 249 1.1

純 資 産 合 計 17,936 73.2 16,644 72.1

負 債 純 資 産 合 計 24,496 100.0 23,101 100.0

Ⅰ株     期主     期資    期本

区　分 金　額　（百万円） 構成比 金　額　（百万円） 構成比

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）
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（２）連結損益計算書 

区　　分
注記
番号

百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 売ひひひひ上ひひひひ高 35,360 100.0 35,167 100.0

Ⅱ 売ひひ上ひひ原ひひ価 ※1 30,826 87.2 31,043 88.3

売 上 総 利 益 4,533 12.8 4,124 11.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

1 役 員 報 酬 274 277

2 給 与 手 当 1,405 1,373

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 128 109

4 退 職 給 付 費 用 74 63

5 役員退職慰労引当金繰入額 19 21

6 福 利 厚 生 費 320 290

7 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5 5

8 賃 借 料 435 409

9 減 価 償 却 費 150 155

10 そ の 他 857 3,672 10.4 796 3,502 10.0

営 業 利 益 861 2.4 621 1.7

Ⅳ  営ひ業ひ外ひ収ひ益

1 受 取 利 息 17 28

2 受 取 配 当 金 31 51

3 生 命 保 険 配 当 金 41 41

4 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 133 54

5 雑 収 入 102 325 0.9 97 272 0.8

Ⅴ  営ひ業ひ外ひ費ひ用

1 支 払 利 息 0 0

2 コ ミ ッ ト メ ン ト 手 数 料 5 6

3 保 険 解 約 損 2 1

4 為 替 差 損 － 2

5 雑 損 失 3 12 0.0 0 10 0.0

経 常 利 益 1,174 3.3 883 2.5

Ⅵ  特ひひ別ひひ利ひひ益

1 投 資 有 価 証 券 売 却 益 39 39 0.1 46 46 0.1

Ⅶ  特ひひ別ひひ損ひひ失

1 有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 ※2 12 9

3 投 資 有 価 証 券 評 価 損 87 86

4 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50 0

5 た な 卸 資 産 評 価 損 2 －

6 事 務 所 原 状 回 復 費 用 17 11

7 そ の 他 1 171 0.5 1 108 0.3

1,042 2.9 821 2.3

604 312

△ 48 555 1.6 51 364 1.0

14 0.0 11 0.0

472 1.3 445 1.3

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

前連結会計年度 当連結会計年度

(自  平成18年４月0１日 (自  平成19年４月0１日

(至  平成19年3月31日) (至  平成20年３月31日)

金     額　（百万円） 金     額　（百万円）

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円） 4,499     4,233 8,611 △120  17,223

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当(注)        △122  △122

剰余金の配当        △122  △122

役員賞与(注)        △23  △23

当期純利益        472  472

自己株式の取得        △2 △2

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額） 
        

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円） 
       204 △2 202

平成19年３月31日残高(百万円） 4,499     4,233 8,815 △122 17,425

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円） 316 316 258 17,798

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当(注)  △122

剰余金の配当  △122

役員賞与(注)  △23

当期純利益  472

自己株式の取得  △2

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額） 
△64 △64 0 △63

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円） 
△64 △64 0 138

平成19年３月31日残高(百万円） 252 252 258 17,936

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円） 4,499     4,233 8,815 △122 17,425

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当(注1)        △183  △183

剰余金の配当  △122  △122

株式交換に伴う持分法適用除外

による剰余金の減少(注2) 
 △2,027  △2,027

当期純利益        445  445

自己株式の取得        △1 △1

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額） 
        

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円） 
       △1,888 △1 △1,889

平成20年３月31日残高(百万円） 4,499     4,233 6,927 △124 15,536

 

評価・換算差額等

 その他有価証券 

評価差額金 

少数株主持分 純資産合計 

平成19年３月31日残高(百万円） 252 258 17,936 

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当(注1) △183 

剰余金の配当 △122 

株式交換に伴う持分法適用除外

による剰余金の減少(注2) 
△2,027 

当期純利益 445 

自己株式の取得 △1 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額(純額） 
606 △8 597 

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円） 
606 △8 △1,291 

平成20年３月31日残高(百万円） 859 249 16,644 

(注) １ 平成19年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２ 「事業分離等に関する会計基準」に基づき、個別財務諸表においては交換差益を認識せず、連結財務諸表に

おいては利益剰余金を減少させております。 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

注記
番号

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前当期純利益 1,042 821

２ 減価償却費 238 231

３ 負ののれん償却額 △ 18 △ 18

４ 貸倒引当金の増加額 48 5

５ 退職給与引当金の増加額 103 52

６ 役員退職慰労引当金の増減額（△減少額） 2 △ 2

７ 賞与引当金の増減額(△減少額) 2 △ 61

８ 受取利息及び受取配当金 △ 48 △ 79

９ 支払利息 0 0

１０ 為替差損 0 2

１１ 持分法による投資利益 △ 133 △ 54

１２ 有形固定資産除却損 12 8

１３ 投資有価証券評価損 87 86

１４ 投資有価証券売却益 △ 39 △ 46

１５ 売上債権の増加額 △ 165 △ 514

１６ たな卸資産の増減額(△増加額) △ 79 73

１７ 仕入債務の増加額 237 42

１８ 未払消費税等の減少額 △ 6 △ 3

１９ 役員賞与の支払額 △ 23 -

２０ その他 59 250

1,321 793

２１ 利息及び配当金の受取額 52 80

２２ 利息の支払額 △ 0 △ 0

２３ 法人税等の支払額 △ 353 △ 647

  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,019 225

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 定期預金の預入による支出 △ 324 △ 382

２ 定期預金の払戻による収入 245 361

３ 有価証券の取得による支出 - △ 498

４ 有価証券の償還による収入 512 1,187

５ 有形固定資産の取得による支出 △ 104 △ 124

６ 無形固定資産の取得による支出 △ 122 △ 78

７ 投資有価証券の取得による支出 △ 400 △ 1,060

８ 投資有価証券の売却による収入 210 61

９ 貸付による支出 △ 30 △ 114

１０ 貸付金の回収による収入 30 -

１１ その他 △ 11 △ 125

  投資活動によるキャッシュ・フロー 5 △ 774

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 長期借入による収入 20 -

２ 長期借入金の返済による支出 △ 11 △ 9

３ 自己株式の取得による支出 △ 2 △ 1

４ 配当金の支払額 △ 242 △ 304

５ 少数株主への配当金の支払額 △ 12 △ 12

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 248 △ 328

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△減少額） 776 △ 877

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 6,070 6,847

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,847 5,969

当連結会計年度

(自  平成19年4月 1 日

(至  平成20年3月31日)

区　　分 金額（百万円） 金額（百万円）

前連結会計年度

(自  平成18年4月 1 日

(至  平成19年3月31日)

小                    計
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 

連結子会社は次の７社でありま

す。 

   東海美装興業㈱ 

   東美商事㈱ 

   ゼネコン・サービス㈱ 

   ㈱日本環境調査研究所 

   日本科学警備保障㈱ 

   北海道ビルサービス㈱ 

Ｋey Ｖalue Ｐartners㈱を営

業者とする匿名組合 

当連結会計年度において、Ｋey 

Ｖalue Ｐartners㈱を営業者とする

匿名組合に対し出資したため、連結

の範囲に含めております。 

(1) 連結子会社 

連結子会社は次の８社でありま

す。 

東京美装北海道㈱ 

東海美装興業㈱ 

   東美商事㈱ 

   ゼネコン・サービス㈱ 

   ㈱日本環境調査研究所 

   日本科学警備保障㈱ 

   北海道ビルサービス㈱ 

Ｋey Ｖalue Ｐartners㈱を営

業者とする匿名組合 

なお、東京美装北海道㈱は当連結

会計年度に新たに設立したことによ

り、当連結会計年度から連結の範囲

に含めております。 

 (2) 非連結子会社 

   オホーツク美装興業㈱ 

(2) 非連結子会社 

     同左 

 (3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由 

  非連結子会社１社は小規模会社で

あり、非連結子会社の総資産、売上

高、当期純損益のうち持分に見合う

額及び利益剰余金等のうち持分に見

合う額のそれぞれの合計額は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

(3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由 

     同左 

 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社は

次の１社であります。 

   オホーツク美装興業㈱ 

(1) 持分法を適用した非連結子会社は

次の１社であります。 

同左 

 (2) 持分法を適用した関連会社 

  持分法を適用した会社は次の１社

であります。 

   ㈱シーエスシー 

 

 

 

 

 

(3) 決算期について 

持分法を適用した会社の決算日は

３月31日で一致しております。 

(2) 持分法を適用した関連会社 

  持分法を適用した会社は次の１社

であります。 

   ㈱シーエスシー 

なお、当社が所有していた㈱シ

ーエスシーの全株式を当連結会計

年度に㈱丸井の株式と交換したた

め、同社は関連会社には該当しな

いこととなりました。 

(3) 決算期について 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日はすべて３月31

日で一致しております。 

     同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

     同左 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に

基づく時価法 

     (評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に

基づく時価法 

     同左 

     時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によって

おります。 

    時価のないもの 

     同左 

なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。 

  ② たな卸資産 

  親会社 

   商品及び貯蔵品 

    先入先出法による原価法 

   未成工事支出金 

    個別法による原価法 

  連結子会社 

   商品及び貯蔵品 

    最終仕入原価法 

 ② たな卸資産 

  親会社 

   商品及び貯蔵品 

    同左 

   未成工事支出金 

    同左 

  連結子会社 

   商品及び貯蔵品 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法 

   なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

   ただし、平成10年４月以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用してお

ります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

  建物及び構築物    15～50年

(会計方針の変更) 

法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 法

律第６号)及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３月30日 政

令第83号))に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。 

これによる損益に与える影響は、軽

微であります。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

  

(追加情報) 

平成19年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。 
これによる損益に与える影響は、軽

微であります。 
  ② 無形固定資産 

   定額法 

   なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

   ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年以内)に基づく定額

法を採用しております。 

 ② 無形固定資産 

     同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

     同左 

  ② 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

 ② 賞与引当金 
     同左 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額
を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

(1,075百万円)については、15年
による按分額を費用処理しており

ます。 

また、数理計算上の差異につい
ては、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による定
額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処

理することとしております。 

 ③ 退職給付引当金 

     同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

     同左 

 
 (4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 
     同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

 (5) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(5) 消費税等の会計処理 

     同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

     同左 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

負ののれんは、５年間で均等償却し

ております。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。 

     同左 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

17,678百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 

― 
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（７）表示方法の変更 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において独立掲記しておりました販

売費及び一般管理費の「手数料」（当連結会計年度177

百万円）については、販売費及び一般管理費の100分の

10の以下であるため、当連結会計年度においては販売

費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しており

ます。 

 

― 

 

 

 

 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

「負ののれん償却額」は、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。 

(連結損益計算書) 

― 

 

 

 

 

 

 

前連結会計年度まで営業外費用の「雑損失」に含め

て表示しておりました「為替差損」(前連結会計年度

０百万円)については、当連結会計年度において営業外

費用の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区

分掲記しております。 

 

 (連結キャッシュ・フロー計算書) 

― 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 2,195百万円
 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 201百万円
 

２          ― 

 

※３ 負ののれんは、金額が55百万円と少額なため、固

定負債の「その他」に含めて表示しております。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。

投資有価証券 

投資その他の資産その他    

0百万円

50百万円

   上記担保は、当社が出資しているＰＦＩ事業の運

営会社が、運営資金を銀行団から協調融資を受ける

際、担保提供しているものであります。 

※３ 負ののれんは、金額が36百万円と少額なため、固

定負債の「その他」に含めて表示しております。 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達をおこなうため

取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

   当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメント契約 3,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 3,000百万円

※５ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

   なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連

結会計年度末残高に含まれております。 

受取手形  4百万円

支払手形 39百万円
 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達をおこなうため

取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

   当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメント契約 3,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 3,000百万円

― 
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 (連結損益計算書関係) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

※１ 売上原価には次の引当金繰入額が含まれておりま

す。 

賞与引当金繰入額 598百万円
 

※１ 売上原価には次の引当金繰入額が含まれておりま

す。 

賞与引当金繰入額 556百万円
 

※２ 有形固定資産除売却損の内訳は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物   9百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 2百万円

合計 12百万円
 

※２ 有形固定資産除売却損の内訳は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物   6百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 1百万円

合計 9百万円
 

 

  (連結株主資本等変動計算書関係） 

   前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株） 15,475,610 ― ― 15,475,610

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株） 195,290 2,558 ― 197,848

(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 2,558 株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円） 

１株当たり配当額

(円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 122 8.0 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月24日 

取締役会 
普通株式 122 8.0 平成18年９月30日 平成18年12月８日

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当 

の原資 

配当金の総額

(百万円） 

１株当たり

配当額

(円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 183 12.0 平成19年３月31日 平成19年６月29日

（注）創業50年記念配当４円を含んでおります。 

22



 東京美装興業（株）(9615) 平成20年3月期 決算短信 

 

 

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株） 15,475,610 ― ― 15,475,610

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株） 197,848 2,540 ― 200,388

(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 2,540 株 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円） 

１株当たり配当額

(円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 183 12.0 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月14日 

取締役会 
普通株式 122 8.0 平成19年９月30日 平成19年12月10日

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当 

の原資 

配当金の総額

(百万円） 

１株当たり

配当額

(円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 183 12.0 平成20年３月31日 平成20年６月30日

（注）創立50周年記念配当４円を含んでおります。 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 
期末残高 
(百万円) 

左記のうち
現金及び
現金同等物
(百万円)

現金及び預金勘定 7,507 6,705

有価証券勘定 821 141

現金及び 
現金同等物 
期末残高 

6,847

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 
期末残高 
(百万円) 

左記のうち
現金及び
現金同等物
(百万円)

現金及び預金勘定 6,747 5,827

有価証券勘定 342 142

現金及び 
現金同等物 
期末残高 

5,969
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セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
(単位：百万円） 

 
ビルメンテ
ナンス事業 

アウトソー
シング事業

建築エンジ
ニアリング

事業 

その他の
事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

27,495 3,965 2,312 1,587 35,360 ― 35,360

(2) セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 ― ― ― ― ― ― ―

計 27,495 3,965 2,312 1,587 35,360 ― 35,360

営業費用 25,283 3,725 2,190 1,582 32,782 1,716 34,499

営業利益 2,211 239 121 4 2,577 (1,716) 861

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

   

資産 8,133 1,776 627 289 10,826 13,670 24,496

減価償却費 58 5 1 17 82 155 238

資本的支出 43 2 1 9 57 75 133

(注） １ 事業区分の方法 

事業の種類として役務提供及び商品の種類、性質、販売市場等の類似性から判断して、「ビルメンテナン

ス事業」「アウトソーシング事業」「建築エンジニアリング事業」及び「その他の事業」に区分しており

ます。 

２ 各事業区分の主要業務 

区    分 主 要 業 務 

ビルメンテナンス事業 

建築物等の清掃管理業務、設備保守管理業務、警備業務、環

境測定分析業務、その他建築物等の日常的な運営に係る各種

サービス業務、関連用品の販売及びそれらの付帯業務 

アウトソーシング事業 
ファシリティマネジメント(ＦＭ）業務、プロパティマネジメ

ント(ＰＭ）業務、製造補助業務 

建築エンジニアリング事業 建築工事、リニューアル工事、建物診断業務 

その他の事業 放射線管理測定分析業務、業務用関連機器等の販売等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,716百万円)は、親会社の総務・経理

等の管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(13,670百万円)の主なものは、親会社の余資運用資金

(現預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門にかかわる資産等であります。 
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当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

(単位：百万円） 

 
ビルメンテ
ナンス事業 

アウトソー
シング事業

建築エンジ
ニアリング

事業 

その他の
事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

27,385 3,806 2,267 1,708 35,167 ― 35,167

(2) セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 ― ― ― ― ― ― ―

計 27,385 3,806 2,267 1,708 35,167 ― 35,167

営業費用 25,344 3,694 2,257 1,689 32,986 1,558 34,545

営業利益又は営業損失(△) 2,040 112 9 19 2,180 (1,558) 621

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

   

資産 6,168 1,663 1,033 270 9,135 13,965 23,101

減価償却費 38 7 1 16 64 167 231

資本的支出 47 52 0 3 103 96 200

 (注） １ 事業区分の方法 

事業の種類として役務提供及び商品の種類、性質、販売市場等の類似性から判断して、「ビルメンテナン

ス事業」「アウトソーシング事業」「建築エンジニアリング事業」及び「その他の事業」に区分しており

ます。 

２ 各事業区分の主要業務 

区    分 主 要 業 務 

ビルメンテナンス事業 

建築物等の清掃管理業務、設備保守管理業務、警備業務、環

境測定分析業務、その他建築物等の日常的な運営に係る各種

サービス業務、関連用品の販売及びそれらの付帯業務 

アウトソーシング事業 
ファシリティマネジメント(ＦＭ）業務、プロパティマネジメ

ント(ＰＭ）業務、製造補助業務 

建築エンジニアリング事業 建築工事、リニューアル工事、建物診断業務 

その他の事業 放射線管理測定分析業務、業務用関連機器等の販売等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,558百万円)は、親会社の総務・経理

等の管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(13,965百万円)の主なものは、親会社の余資運用資金

(現預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門にかかわる資産等であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年

４月１日 至 平成20年３月31日）については、在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はあ

りません。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年

４月１日 至 平成20年３月31日）においては、海外売上高がないため該当事項はありません。 
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リース取引関係 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
機械装置 

及び運搬具 
(百万円) 

有形固定 
資産の 
その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

117 144 262

減価償却 
累計額相当額 

57 74 131

期末残高 
相当額 

60 70 131

  

 
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

有形固定 
資産の 
その他 

(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

108 100 208

減価償却 
累計額相当額

70 52 123

期末残高 
相当額 

37 47 85

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 49百万円

１年超 84百万円

合計 133百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 37百万円

１年超 49百万円

合計 87百万円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 60百万円

支払利息相当額 2百万円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 52百万円

減価償却費相当額 49百万円

支払利息相当額 2百万円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

(5) 利息相当額の算定方法 

    同左 

（減損損失について） 

    同左 

 

関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

該当事項はありません。 
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税効果会計関係 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

① 流動資産 
   賞与引当金 288百万円
   その他 93百万円

    計 381百万円
② 固定資産  
   役員退職慰労引当金 55百万円
   退職給付費用 654百万円
   貸倒引当金 84百万円
   その他 85百万円
   繰延税金負債(固定) 
   との相殺 

△210百万円

    計 669百万円

繰延税金資産小計 1,050百万円

   評価性引当額 △49百万円

   繰延税金資産合計 1,000百万円
(繰延税金負債)  
① 固定負債  
   固定資産圧縮積立金 28百万円
   その他有価証券評価差額金 182百万円
   繰延税金資産(固定) 
   との相殺 

△210百万円

    計 ―百万円

   繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 1,000百万円

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

   法定実効税率 40.69％

      (調整) 
   交際費等永久に損金 
   に算入されない項目 

3.27％

   住民税均等割 11.03％
   持分法による投資利益 △5.22％
   評価性引当額の増減 4.77％
   その他 △1.25％
   税効果会計適用後の 
   法人税等の負担率 

53.29％
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

① 流動資産 
   賞与引当金 264百万円
   その他 57百万円

    計 321百万円
② 固定資産  
   役員退職慰労引当金 54百万円
   退職給付費用 679百万円
   貸倒引当金 80百万円
   その他 38百万円
   繰延税金負債(固定) 
   との相殺 

△618百万円

    計 234百万円

   繰延税金資産小計 556百万円

   評価性引当額 △15百万円

   繰延税金資産合計 540百万円
(繰延税金負債)  
① 固定負債  
   固定資産圧縮積立金 28百万円
   その他有価証券評価差額金 590百万円
   繰延税金資産(固定) 
   との相殺 

△618百万円

    計 ―百万円

   繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 540百万円

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

   法定実効税率 40.69％

      (調整) 
   交際費等永久に損金 
   に算入されない項目 

3.58％

   住民税均等割 10.17％
   持分法による投資利益 △2.69％
   評価性引当額の増減 △4.22％
   その他 △1.90％
   税効果会計適用後の 
   法人税等の負担率 

45.63％
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有価証券関係 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

区分 
連結決算日 
における連 
結貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

連結決算日に
おける時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結決算日
における連
結貸借対照
表計上額 
(百万円) 

連結決算日に
おける時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの 

  

 (1)国債・地方債等 99 100 0 400 404 3

 (2)社債 ― ― ― 199 199 0

 (3)その他 ― ― ― ― ― ―

小計 99 100 0 599 603 3

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの 

  

 (1)国債・地方債等 481 478 △2 ― ― ―

 (2)社債 799 796 △2 200 197 △2

 (3)その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1,280 1,275 △4 200 197 △2

合計 1,380 1,375 △4 800 801 1

 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

  

 (1)株式 1,055 1,512 456 214 1,800 1,585

 (2)債券 ― ― ― ― ― ―

 (3)その他 49 50 0 10 10 0

小計 1,105 1,562 457 224 1,810 1,585

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

  

 (1)株式 204 190 △13 1,280 1,161 △119

 (2)債券 ― ― ― ― ― ―

 (3)その他 12 11 △0 153 138 △14

小計 216 202 △14 1,434 1,299 △134

合計 1,322 1,765 442 1,659 3,110 1,451
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３  当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

売却額 (百万円) 210 58

売却益の合計額 (百万円) 39 46

売却損の合計額 (百万円) ― ―

 

４  時価評価されていない有価証券 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

区分 
連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 
 

172 710

 投資事業組合出資 13 5

 ＭＭＦ 120 121

 中期国債ファンド 20 21

合計 327 857
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５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

(1) 債券  

   国債・地方債等 280 300 ― ―

   社債 400 399 ― ―

   その他 ― 9 ― ―

(2) その他 ― ― ― ―

合計 680 710 ― ―

 

  当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

(1) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ― ―

   社債 200 600 ― ―

   その他 ― 10 ― ―

(2) その他 ― ― ― ―

合計 200 610 ― ―
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デリバティブ取引関係 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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退職給付関係 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社のうち２社は、勤続３年以上の

定年退職者に対して30％相当額について、連結子会社

のうち１社は、勤続３年以上の退職者に対して50％相

当額について適格退職年金制度を採用し、残額につい

ては退職一時金を充当しております。また、連結子会

社のうち１社は、勤続４年以上の定年退職者に対して

100％相当額について、連結子会社のうち１社は、勤

続３年以上の退職者に対して100％相当額について適

格退職年金制度を採用しております。さらに、連結子

会社のうち１社は、退職一時金制度を採用しておりま

す。 

  なお、退職等に際して割増退職金を支払う場合が

あります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

          同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 2,472百万円

② 未認識過去勤務債務 ―百万円

③ 未認識数理計算上の差異 △80百万円
④ 会計基準変更時差異 
  の未処理額 573百万円

⑤ 年金資産 348百万円

⑥ 退職給付引当金 1,631百万円

  (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 2,471百万円

② 未認識過去勤務債務 ―百万円

③ 未認識数理計算上の差異 △54百万円
④ 会計基準変更時差異 
  の未処理額 501百万円

⑤ 年金資産 340百万円

⑥ 退職給付引当金 1,683百万円

  (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 259百万円

② 利息費用 39百万円

③ 期待運用収益 △1百万円

④ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円
⑤ 数理計算上の差異の費用 
  処理額 △6百万円

⑥ 会計基準変更時差異の費用 
  処理額 71百万円

⑦ 臨時に支払った割増退職金等 ―百万円

⑧ 退職給付費用 363百万円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「① 勤務費用」に計上しております。

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 226百万円

② 利息費用 35百万円

③ 期待運用収益 △1百万円

④ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円
⑤ 数理計算上の差異の費用 
  処理額 △0百万円

⑥ 会計基準変更時差異の費用 
  処理額 72百万円

⑦ 臨時に支払った割増退職金等 20百万円

⑧ 退職給付費用 351百万円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「① 勤務費用」に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 

   期間定額基準 

② 割引率 2.0％～2.5％

③ 期待運用収益率 1.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

   (各連結会計年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数による按

分額を費用処理する方法。 

   ただし、翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。) 

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 15年
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 

   期間定額基準 

② 割引率 2.0％～2.5％

③ 期待運用収益率 1.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

        同左 

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 15年
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ストック・オプション等関係 

該当事項はありません。 

 

企業結合等関係 

該当事項はありません。 

 

１株当たり情報 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,157.12円

 

１株当たり純資産額 1,073.33円

 

１株当たり当期純利益 30.95円

 

１株当たり当期純利益 29.15円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記載をしておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記載をしておりません。 

(注） 算定上の基礎 

 

１ １株当たり純資産額 

項目 
前連結会計年度 

(平成19年３月31日）

当連結会計年度 

(平成20年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円） 17,936 16,644

普通株式に係る純資産額(百万円） 17,678 16,395

差額の主な内訳(百万円） 

少数株主持分 258 249

普通株式の発行済株式数(千株） 15,475 15,475

普通株式の自己株式数(千株） 197 200

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

(千株） 
15,277 15,275

 

２ １株当たり当期純利益 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円） 472 445

普通株式に係る当期純利益(百万円） 472 445

普通株主に帰属しない金額(百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株） 15,278 15,277

 

重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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５．財務諸表等 

（１）貸借対照表 

注記
番号

Ⅰ 流   動   資   産

1 5,557 4,290

2 ※４ 11 7

3 ※２ 2,866 2,561

4 620 321

5 1 0

6 107 21

7 3 1

8 126 25

9 84 71

10 294 187

11 ※2 208 649

△ 6 △ 2

9,877 52.0 8,136 44.8

Ⅱ 固   定   資   産

1

(1) 建 物 1,854 1,858

減 価 償 却 累 計 額 1,009 844 1,055 803

(2) 構 築 物 46 46

減 価 償 却 累 計 額 38 7 39 7

(3) 車 両 運 搬 具 14 －

減 価 償 却 累 計 額 6 7 － －

(4) 工 具 器 具 備 品 556 430

減 価 償 却 累 計 額 401 155 321 109

(5) 土 地 1,448 1,462

2,463 13.0 2,381 13.1

2

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 265 278

(2) 電 話 加 入 権 18 12

(3) そ の 他 2 1

287 1.5 292 1.6

3

(1) 投 資 有 価 証 券 ※１ 2,269 3,970

(2) 関 係 会 社 株 式 1,139 756

(3) その他の関係会社有価証券 5 1

(4) 出 資 金 1 1

(5) 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 136 74

(6) 更 生 債 権 等 205 198

(7) 長 期 前 払 費 用 6 5

(8) 繰 延 税 金 資 産 546 －

(9) 差 入 保 証 金 890 982

(10) 保 険 積 立 金 840 866

(11) 会 員 権 209 187

(12) そ の 他 324 492

貸 倒 引 当 金 △ 212 △ 195

6,364 33.5 7,341 40.5

9,114 48.0 10,015 55.2

18,991 100.0 18,152 100.0

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

構成比
　　　%

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

区　分 金　額　（百万円）
構成比
　　　%

金　額　（百万円）

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

未 成 工 事 支 出 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

注記
番号

金　額　（百万円） 金　額　（百万円）

Ⅰ 流   動   負   債

1 888 903

2 116 115

3 540 384

4 262 58

5 116 1

6 92 4

7 233 282

8 2 2

9 546 384

10 3 4

2,803 14.8 2,141 11.8

Ⅱ 固   定   負   債

1 － 25

2 1,367 1,157

3 77 65

4 467 632

1,911 10.0 1,881 10.4

4,714 24.8 4,023 22.2

Ⅰ株     期主     期資    期本

1 4,499 23.7 4,499 24.8

2

4,233 4,233

4,233 22.3 4,233 23.3

3

974 974

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 41 41

別 途 積 立 金 4,020 3,220

繰 越 利 益 剰 余 金 451 430

5,488 28.9 4,666 25.7

4 △ 122 △0.63 △ 124 △0.73

14,098 74.3 13,274 73.1

Ⅱ評期価・換期算期差気額気等

1 179 0.9 854 4.7

179 0.9 854 4.7

14,277 75.2 14,129 77.8

18,991 100.0 18,152 100.0

資 本 剰 余 金

(1) 資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 合 計

株 主 資 本 合 計

(1) 利 益 準 備 金

自 己 株 式

利 益 剰 余 金 合 計

(2) そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

（ 純 資 産 の 部 ）

預 り 保 証 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

そ の 他

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

買 掛 金

未 払 金

区　分
構成比
　　　%

構成比
　　　%

（ 負 債 の 部 ）

35



 東京美装興業（株）(9615) 平成20年3月期 決算短信 

 

（２）損益計算書 

 

注記
番号

百分比 百分比

Ⅰ 売ひひひひ上ひひひひ高

1 役 務 提 供 等 売 上 高 27,211 23,940

2 商 品 売 上 高 348 27,560 100.0 303 24,244 100.0

Ⅱ 売ひひ上ひひ原ひひ価

1 役 務 提 供 等 売 上 原 価 ※1 24,163 21,553

2 商 　品 　売 　上 　原 　価

　　　 商　品　期　首　た　な　卸　高 2 1

　　　 当　   期 　   商 　   品 　 仕 　 入 　 高 293 253

　　　　合計 295 254

　　　 商　品　期　末　た　な　卸　高 1 0

　　　　差引計 294 24,457 88.7 254 21,807 90.0

売 上 総 利 益 3,102 11.3 2,436 10.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

1 役 員 報 酬 131 111

2 給 与 手 当 989 933

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 94 69

4 退 職 給 付 費 用 54 43

5 役員退職慰労引当金繰入額 10 9

6 福 利 厚 生 費 235 193

7 旅 費 交 通 費 70 55

8 交 際 費 29 26

9 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5 －

10 賃 借 料 340 294

11 保 険 料 110 110

12 減 価 償 却 費 142 147

13 手 数 料 135 110

14 そ の 他 348 2,698 9.8 147 2,254 9.3

営 業 利 益 404 1.5 181 0.7

Ⅳ  営ひ業ひ外ひ収ひ益

1 受 取 利 息 12 18

2 有 価 証 券 利 息 9 8

3 受 取 配 当 金 ※2 199 243

4 生 命 保 険 配 当 金 39 39

5 雑 収 入 67 327 1.2 65 375 1.6

Ⅴ  営ひ業ひ外ひ費ひ用

1 支 払 利 息 0 －

2 コ ミ ッ ト メ ン ト 手 数 料 5 6

3 匿 名 組 合 投 資 損 失 20 20

4 雑 損 失 3 30 0.1 0 27 0.1

経 常 利 益 701 2.6 530 2.2

Ⅵ  特ひひ別ひひ利ひひ益

1 投 資 有 価 証 券 売 却 益 39 39 0.1 46 46 0.2

Ⅶ  特ひひ別ひひ損ひひ失

1 有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 ※3 12 1

2 投 資 有 価 証 券 評 価 損 87 86

3 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50 0

4 た な 卸 資 産 評 価 損 2 －

5 事 務 所 原 状 回 復 費 用 18 11

6 そ の 他 － 170 0.6 0 101 0.4

570 2.1 475 2.0

388 93

△ 37 351 1.3 65 159 0.7

219 0.8 316 1.3

区　　分

％

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

金     額　（百万円）

％

前事業年度

(自  平成18年4月  1日

(至  平成19年3月31日)

当事業年度

(自  平成19年4月  1日

(至  平成20年3月31日)

金     額　（百万円）
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（３）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

株主資本 

利益剰余金 
資本剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本 

準備金 

利益 

準備金 固定資産

圧縮積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金 

利益 

剰余金

合計 

自己株式
株主資本

合計 

平成18年３月31日残高

（百万円） 
4,499   4,233    974    41 3,920   588 5,525 △120 14,138

事業年度中の変動額    

 固定資産圧縮積立金の

取崩(注) 
  △0 0 ― ―

 固定資産圧縮積立金の

取崩 
  △0 0 ― ―

別途積立金の積立(注)   100 △100 ― ―

剰余金の配当(注)   △122 △122 △122

剰余金の配当   △122 △122 △122

役員賞与(注)   △12 △12 △12

当期純利益   219 219 219

自己株式の取得    △2 △2

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

   

事業年度中の変動額 

合計（百万円） 
  △0 100 △136 △37 △2 △39

平成19年３月31日残高

（百万円） 
4,499   4,233    974    41 4,020 451 5,488 △122 14,098

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高

（百万円） 
222 222 14,360

事業年度中の変動額 

 固定資産圧縮積立金の

取崩(注) 
―

 固定資産圧縮積立金の

取崩 
―

別途積立金の積立(注) ―

剰余金の配当(注) △122

剰余金の配当 △122

役員賞与(注) △12

当期純利益 219

自己株式の取得 △2

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△43 △43 △43

事業年度中の変動額 

合計（百万円） 
△43 △43 △82

平成19年３月31日残高

（百万円） 
179 179 14,277

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 資本 
準備金 

利益 

準備金
固定資産圧
縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

利益 

剰余金合計

平成19年３月31日残高

（百万円） 
4,499   4,233   974    41 4,020   451 5,488

事業年度中の変動額    

 固定資産圧縮積立金の

取崩 
 △0  0 ―

会社分割による減少  △800 △33 △833

剰余金の配当(注)   △183 △183

剰余金の配当   △122 △122

当期純利益   316 316

自己株式の取得    

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

 

  

事業年度中の変動額 

合計（百万円） 
 △0 △800 △21 △821

平成20年３月31日残高

（百万円） 
4,499 4,233 974 41 3,220 430 4,666

 

株主資本 評価・換算差額等

 
自己株式 

株主資本 

合計 

その他有価証券 

評価差額金 

純資産合計 

平成19年３月31日残高

（百万円） 
△122 14,098 179 14,277 

事業年度中の変動額   

 固定資産圧縮積立金の

取崩 
 ― ― 

会社分割による減少  △833 △833 

剰余金の配当(注)  △183 △183 

剰余金の配当  △122 △122 

当期純利益  316 316 

自己株式の取得 △1 △1 △1 

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

 675 675 

事業年度中の変動額 

合計（百万円） 
△1 △823 675 △148 

平成20年３月31日残高

（百万円） 
△124 13,274 854 14,129 

(注)平成19年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 

   同左 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

 (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。 

(3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   同左 

 

 

 

  時価のないもの 

   同左 

なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によってお

ります。 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  先入先出法による原価法 

(2) 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

(3) 貯蔵品 

  先入先出法による原価法 

(1) 商品 

   同左 

(2) 未成工事支出金 

   同左 

(3) 貯蔵品 

   同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)につ

いては、定額法を採用しております。

(1) 有形固定資産 

   同左 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

  建物         15～50年

(会計方針の変更) 

法人税法の改正((所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 法

律第６号)及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３月30日 政

令第83号))に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。 

これによる損益に与える影響は、軽

微であります。 

(追加情報) 

平成19年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。 

これによる損益に与える影響は、軽

微であります。 
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項目 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

 

(2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

  ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期

間(５年以内)に基づく定額法を採用し

ております。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2) 賞与引当金 

   同左 

 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、期末におい

て発生していると認められる額を計

上しております。 

  なお、会計基準変更時差異(993百

万円)については、15年による按分

額を費用処理しております。 

  また、数理計算上の差異は、各期

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌期より費用処理することとし

ております。 

(3) 退職給付引当金 
   同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
   同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

   同左 

６ その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
   同左 
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（５）重要な会計方針の変更 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

14,277百万円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。 

― 

 

（６）表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

(損益計算書) 

前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表

示おりました「生命保険配当金」（前事業年度28百万

円）については、当事業年度において営業外収益の100

分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記してお

ります。 

 

前事業年度において区分掲記しておりました営業外

費用の「保険解約損」（当事業年度1百万円）について

は、営業外費用の100分の10の以下であるため、当事業

年度においては営業外費用の「雑損失」に含めて表示

しております。 

(損益計算書) 

― 

 

 

 

 

 

― 
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（７）個別財務諸表に関する注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

前事業年度 
(平成19年３月31日) 

当事業年度 
(平成20年３月31日) 

※１          ― 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 関係会社に対する資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。 

売掛金 205百万円

その他（流動資産） 24百万円
 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。 

   投資有価証券             0百万円

   投資その他の資産その他       50百万円

   上記担保は、当社が出資しているＰＦＩ事業の運

営会社が、運営資金を銀行団から協調融資を受け

る際、担保提供しているものであります。 

※２ 関係会社に対する資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。 

売掛金 15百万円

その他（流動資産） 351百万円
 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達をおこなうため

取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

   当期末における貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメント契約 3,000百万円 

借入実行残高 ―百万円 

差引額 3,000百万円 
 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達をおこなうため

取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

   当期末における貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメント契約 3,000百万円 

借入実行残高 ―百万円 

差引額 3,000百万円 
 

※４ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

なお、当期末日は金融機関の休日であったた

め、次期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。 

受取手形  2百万円
 

※４          ― 
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(損益計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

※１ 売上原価には次の引当金が含まれております。 ※１ 売上原価には次の引当金が含まれております。 

賞与引当金繰入額 452百万円 
 

賞与引当金繰入額 314百万円
 

※２ 営業外収益には関係会社との取引にかかわるもの

が、次のとおり含まれております。 

受取配当金 173百万円 
 

※２ 営業外収益には関係会社との取引にかかわるもの

が、次のとおり含まれております。 

受取配当金 196百万円 
 

※３ 有形固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物 9百万円

工具器具備品 2百万円

計 12百万円
 

※３ 有形固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物付属 0百万円

工具器具備品 1百万円

計 1百万円
 

 

(株主資本等変動計算書関係) 

   前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 195,290 2,558 ― 197,848

(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 2,558 株 

 

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

   自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 197,848 2,540 ― 200,388

(変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 2,540 株 
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(リース取引関係) 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
工具器具 
備品 

(百万円) 

車両 
運搬具 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額相当額 103 118 222

減価償却 
累計額相当額 57 59 117

期末残高相当額 46 58 104

  

 
工具器具 
備品 

(百万円) 

車両 
運搬具 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額相当額 59 30 90

減価償却 
累計額相当額 30 19 50

期末残高相当額 28 11 40
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 40百万円

１年超 65百万円

合計 106百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 16百万円

１年超 24百万円

合計 40百万円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 49百万円

減価償却費相当額 47百万円

支払利息相当額 2百万円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 33百万円

支払利息相当額 1百万円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

（減損損失について） 

同左 

 
 

(有価証券関係) 

前事業年度(平成19年３月31日)及び当事業年度(平成20年３月31日)における子会社株式及び関連

会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

前事業年度 
(平成19年３月31日) 

当事業年度 
(平成20年３月31日) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

① 流動資産 

   賞与引当金 222 百万円

   その他 72 百万円

   計 294 百万円

② 固定資産 

   役員退職慰労引当金 31 百万円
   退職給付費用 556 百万円
   貸倒引当金 84 百万円

   その他 76 百万円

   繰延税金負債(固定) 
   との相殺 

△151 百万円

   計 596 百万円

   繰延税金資産小計 891 百万円

   評価性引当額 △49 百万円

   繰延税金資産合計 841 百万円

(繰延税金負債) 

① 固定負債 

   固定資産圧縮積立金 28 百万円

   その他有価証券評価差額金 122 百万円

   繰延税金資産(固定) 
   との相殺 

△151 百万円

   計 ― 百万円

   繰延税金負債合計 ― 百万円

繰延税金資産の純額 841 百万円

  

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

① 流動資産 

   賞与引当金 156 百万円

   その他 30 百万円

   計 187 百万円

② 固定資産 

   役員退職慰労引当金 26 百万円
   退職給付費用 470 百万円
   貸倒引当金 77 百万円

   その他 29 百万円

   繰延税金負債(固定) 
   との相殺 

△614 百万円

   計 △10 百万円

   繰延税金資産小計 177 百万円

   評価性引当額 △15 百万円

   繰延税金資産合計 161 百万円

(繰延税金負債) 

① 固定負債 

   固定資産圧縮積立金 28 百万円

   その他有価証券評価差額金 586 百万円

   繰延税金資産(固定) 
   との相殺 

△614 百万円

   計 ― 百万円

   繰延税金負債合計 ― 百万円

繰延税金資産の純額 161 百万円

  

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

      (調整) 
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 5.59％

受取配当金等永久に益金 
に算入されない項目 △13.12％

住民税均等割 19.56％

評価性引当額増減 8.71％

その他 0.08％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 61.51％

  

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

      (調整) 
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 5.33％

受取配当金等永久に益金 
に算入されない項目 △18.69％

住民税均等割 14.15％

評価性引当額増減 △7.28％

その他 △0.77％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 33.43％
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(１株当たり情報） 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額           934.53円
 

１株当たり純資産額 924.96円
 

１株当たり当期純利益 14.38円
 

１株当たり当期純利益 20.74円
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記載をしておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記載をしておりません。 

(注) 算定上の基礎 

 

１ １株当たり純資産額 

項目 
前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

当事業年度末 

(平成20年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 14,277 14,129

普通株式に係る純資産額(百万円) 14,277 14,129

普通株式の発行済株式数(千株) 15,475 15,475

普通株式の自己株式数(千株) 197 200

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数(千株) 
15,277 15,275

 

２ １株当たり当期純利益 

項目 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益(百万円) 219 316

普通株式に係る当期純利益(百万円) 219 316

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,278 15,277

 

(重要な後発事象） 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

（会社分割による分社化について） 

平成19年５月15日開催の当社取締役会において、当社は

平成19年10月１日を期して下記のとおり会社分割により地

域別の分社化を実施し、当社北海道地域における事業を完

全子会社である東京美装北海道株式会社に、名古屋地域に

おける事業を完全子会社である東海美装興業株式会社にそ

れぞれ承継することを決議しました。 

１．会社分割の目的 

近年のビルメンメンテナンス業界における様々な環境の

変化への対応、地域ごとの市場ニーズへの迅速かつ機動的

な対応、お客様へのきめ細かい多様なサービスの提供等に

対応するために、「地域密着の営業体制の強化」、「経営

の効率化」などを指向し、より強固な収益基盤を構築する

とともに当社企業グループの更なる企業価値向上と発展を

目指すことによるものです。 

 

― 
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前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

２．会社分割の要旨 

（１）分割の日程 

平成19年５月15日 分割契約書承認取締役会 

平成19年５月21日 会社分割契約締結 

平成19年10月１日 会社分割予定日・分社化実施予定日

本件分割は、会社法784条３項の簡易分割に該当するた

め、当社の株主総会における承認は省略することとしま

す。 

なお、今後手続きを進める中でやむを得ない状況が生

じた場合は、当該会社で協議の上、日程を変更すること

があります。 

（２）分割方式 

当社を分割会社とし、東京美装北海道株式会社及び東

海美装興業株式会社を承継会社とする吸収分割です。 

（３）株式の割当て 

本分割にともない、東京美装北海道株式会社及び東海

美装興業株式会社は当社に対し株式の割当てその他の財

産の交付は行いません。 

（４）分割により減少する資本金等 

本分割により減少する資本金等はありません。 

（５）当社の新株予約権および新株予約権付社債に関する

取扱い 

当社は新株予約権および新株予約権付社債を発行し

ておりません。 

（６）承継会社が承継する権利義務 

当社と東京美装北海道株式会社および当社と東海美装

興業株式会社が、平成19年５月21日に締結するそれぞれ

の分割契約書の定めるところにより、分割期日における

当社の分割対象事業に属する資産・債務・雇用契約およ

びその他の権利義務を承継します。なお当社から承継す

る債務および義務については、重畳的債務引受の方法に

よるものとします。 

（７）債務履行の見込み 

本分割において当社および承継会社が負担すべき債務

については履行に問題がないものと判断しております。

（８）分割する事業の内容 

当社の北海道地域及び名古屋地域の事業すべてを承

継する会社に移転いたします。 

なお、分割する事業の平成19年３月期の経営成績並

びに平成19年３月31日現在の資産及び負債の金額は次

のとおりであります。 

売上高 7,253百万円

売上総利益 886百万円

営業利益 254百万円

流動資産 870百万円

固定資産 639百万円

 資産合計 1,509百万円

流動負債 440百万円

固定負債 283百万円

 負債合計 723百万円
 

― 
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